
 
 

社団法人北海道建築士事務所協会 

建築物耐震診断等評価委員会運営要領 

 

（目 的） 

第１条 この要領は、建築士事務所が、既存建築物（昭和５６年以前の旧耐震基準で建築され

た建築物をいう。）の耐震性能を把握するための耐震診断（以下「耐震診断」という。）又

は耐震診断の結果に基づく地震に対する安全性の向上を目的とした増築、改築、修繕又は模

様替の計画（以下「耐震改修計画」という。）を行った場合、その耐震診断及び耐震改修計

画が適正及び妥当であるかの判定（以下耐震改修計画の場合は「評定」に読み替えるものと

する。）をするために設けるものであり、耐震診断及び耐震改修計画の妥当性、統一性、均

一性を図ることを目的として、社団法人北海道建築士事務所協会（以下「本会」という。）

業務・技術委員会に建築物耐震診断等評価委員会（以下「委員会」という。）を設置し、運

営することを目的とする。 

 

（事 業） 

第２条 既存建築物の耐震診断及び耐震改修計画が適正及び妥当であるかの判定の申込みがあ 

った場合、委員会を開催し、必要な検討を行ったうえ、その判定を行う。ただし、紛争・訴

訟等に関する案件は取り扱わないものとする。 

 

（委員会組織及び委員の構成） 

第３条 委員会の委員は、大学教授等の学識経験者・構造関係識者のほか、本会正会員をもっ 

て構成し、その数は１６名以内とする。ただし、委員長が必要と認める場合は、行政機関の

職員及び耐震診断又は耐震改修計画発注者サイドを、この委員会にオブザーバーとして出席

を求め、意見を聴くことができる。 

２ 委員会の委員は、本会の会長が委嘱する。 

３ 委員会には、委員長１名、副委員長２名以上を置くものとし、委員長は大学教授等の学識 

経験者、副委員長は構造関係識者及び本会正会員とする。 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、原則として２年とし、再任は妨げない。 

２ 補欠又は増員により委嘱された委員の任期は、前任者又は現在の委員の残任期間とする。 

 

（委員会の開催） 

第５条 委員長は、必要に応じて委員会を招集することができる。 

２ 委員会の開催通知は、本会の事務局（以下「事務局」という。）において行う。 

 

（判定基準） 

第６条 判定は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号）、財団法 

人日本建築防災協会発行の「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」、「既存鉄筋 

鉄骨コンクリート造建築物の耐震診断基準」、「既存鉄骨造建築物の耐震診断基準」その他 

国土交通省、文部科学省等関係機関において定められた関連基準に基づいて行う。 

 

 



 
 

（判定に関する検討事項） 

第７条 委員会は、委員長が議長となり、次に掲げる事項を検討する。 

 一  既存建築物等資料の内容に関する事項 

 二  耐震診断及び耐震改修計画資料の内容に関する事項 

 三 現地調査に関する事項 

 四 その他関連する必要事項 

 

（判定の申込み） 

第８条 判定の申込みは、次による。 

一  耐震診断判定・耐震改修計画評定仮申込書(様式１)を診断調査又は改修計画設計受託契

約後速やかに本会に提出する。 

二  耐震診断判定・耐震改修計画評定申込書(様式２)を委員会（作業部会）開催の１０日前

までに本会に提出する。 

三  次の資料を判定委員会（作業部会）当日までに本会に提出する。 

   イ耐震診断資料    ① 耐震診断報告書   （委員会用）  １ 部 

② 耐震診断概要書   （委員会用）  ３ 部 

   ロ耐震改修計画資料  ① 耐震改修計画報告書 （委員会用）  １ 部 

② 耐震改修計画概要書 （委員会用）  ３ 部 

   ハ耐震診断・耐震改修計画資料 

              ① 耐震診断・耐震改修計画報告書（委員会用）  １ 部 

② 耐震診断・耐震改修計画概要書（委員会用）  ３ 部 

 四 耐震診断判定・耐震改修計画評定申込手数料は、別表１、別表２、別表３及び別表４の 

額とし、第二号の申込書受理の際に徴収する。 

 

（作業部会） 

第９条 委員会に、判定に関する事項の検討作業を行う作業部会を設置する。作業部会は、委

員長の指示により活動を行う。 

２ 作業部会は、作業部会長及び作業部員をもって構成する。 

３ 作業部会の会議は、部会長が招集し、主宰する。 

４ 作業部会は、必要があると認めるときは、委員長の同意を得て委員以外の者の出席を求め、 

意見を聴くことができる。 

５ 作業部会長は、検討作業終了後速やかに、その結果を委員長に報告する。 

 

（受 付） 

第１０条 第８条に示す申込書の受付は、事務局において行う。 

２ 事務局は、提出された申込書及び添付資料を確認のうえ受理し、その旨を委員長に連絡す 

る。 

 

（委員会の開催） 

第１１条 委員長は、申込者に対し、委員会開催通知(様式３)により、同委員会への出席を要 

 請する。 

 

 



 
 

（業務の報告） 

第１２条 委員長は、業務終了後速やかに耐震診断判定書（様式４－１）、耐震改修計画評 

定書（様式４－２）及び耐震診断判定・耐震改修計画評定書（様式４－３）を業務・技術委 

員会を経由して会長に提出する。 

２ 会長は、提出のあった耐震診断判定書、耐震改修計画評定書及び耐震診断判定・耐震改修 

計画評定書を申込者に交付(様式５－１、様式５－２、様式５－３)する。 

３ 前項の耐震診断判定書、耐震改修計画評定書及び耐震診断判定・耐震改修計画評定書は、 

本会に１部控えを保存し、提出された資料等は申込者に返却する。   

４ 第１項の耐震診断判定書、耐震改修計画評定書及び耐震診断判定・耐震改修計画評定書に 

は、第８条第３号イ、ロ及びハの資料により、第６条の判定基準による判定結果を示す。 

 

（守秘義務） 

第１３条 委員会の委員及び作業部会の委員は、検討事項に関連して知り得た資料、知識等を 

 第三者に漏洩、公表又は活用してはならない。 

 

（記 録） 

第１４条 委員会は、委員会業務の記録を行い、事務局がこれを保管する。 

 

（経費の支弁） 

第１５条 この要領による判定に要する経費は、原則として、申込者により支払われる判定費 

 用及びその他の収入により支弁する。 

 

（会 計） 

第１６条 判定費用の請求、受領及びその他の必要な会計事務は、事務局において行う。 

 

（事業年度） 

第１７条 委員会の事業年度は、一年間とし、毎年１月１日に始まり１２月３１日に終わる。 

 

（要領の変更） 

第１８条 この要領の変更は、理事会の承認を得る。 

 

（その他） 

第１９条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員会が別に 

 定める。 

 

                  附  則 

 

 １ この要領は、平成１８年３月１０日から施行する。 

２ この要領は、平成１８年度の建築物耐震診断判定業務から適用する。 

３ この要領は、平成２１年６月３０日から施行し、平成２１年５月１日から適用する。 

４ この要領は、平成２２年７月１日から施行する。 

５ この要領は、平成２３年８月１日から施行する。 

 



 
 

（別表１） 

耐震診断判定申込手数料額 

 

既存建築物の耐震診断判定申込に係る手数料の額は、次の１）及び２） 

のとおりです。 

 

１）基本手数料 

延べ面積 手数料額 

５００㎡未満 ８０，０００円 

５００㎡～ １，０００㎡未満 １００，０００円 

１，０００㎡～ １，５００㎡未満 １２０，０００円 

１，５００㎡～ ２，５００㎡未満 １４０，０００円 

２，５００㎡～ ３，０００㎡未満 １６０，０００円 

３，０００㎡～ ５，０００㎡未満 １８０，０００円 

５，０００㎡～１０，０００㎡未満 ２４０，０００円 

１０，０００㎡以上 ２６０，０００円 

 

２）別途加算手数料 

耐震診断の内容又は申込者の対応が原因で委員会の回数が４回以上におよぶ場合は、 

1回につき次の額を別途加算します。 

延べ面積 手数料額 

５００㎡未満 ２０，０００円 

５００㎡～ １，０００㎡未満 ２５，０００円 

１，０００㎡～ １，５００㎡未満 ３０，０００円 

１，５００㎡～ ２，５００㎡未満 ３５，０００円 

２，５００㎡～ ３，０００㎡未満 ４０，０００円 

３，０００㎡～ ５，０００㎡未満 ４５，０００円 

５，０００㎡～１０，０００㎡未満 ６０，０００円 

１０，０００㎡以上 ６５，０００円 

 

＜ご注意＞  

１．申込単位：判定対象建築物（棟単位）又は判定対象建築物（棟単位）の部分をいいます。

（例：ＥＸＰ．Ｊ等で繋がっている場合はそれぞれを棟単位とします。） 

２．延べ面積：申込単位の各階の床面積の合計をいいます。 

３．上記１）、２）の手数料額は消費税を含んでいます。 

４．支払方法は現金又は振込とします。なお、振込の場合は、振込後、振込証明書のコピーを

提出してください。なお、支払に要する費用は申込者の負担となります。 

 

 

 

 

 

 



 
 

（別表２） 

 

耐震改修計画評定申込手数料額 

 

既存建築物の耐震改修計画評定申込に係る手数料の額は、次の１）及び２） 

のとおりです。 

 

１）基本手数料 

延べ面積 手数料額 

３，０００㎡未満 ２６２，０００円 

３，０００㎡～ ５，０００㎡未満 ３１５，０００円 

５，０００㎡～１０，０００㎡未満 ４２０，０００円 

１０，０００㎡以上 ５２５，０００円 

 

２）別途加算手数料 

耐震改修計画の内容又は申込者の対応が原因で委員会の回数が４回以上におよぶ場合は、 

1回につき次の額を別途加算します。 

延べ面積 手数料額 

 ３，０００㎡未満 ６５，０００円 

３，０００㎡～ ５，０００㎡未満 ７８，０００円 

５，０００㎡～１０，０００㎡未満 １０５，０００円 

１０，０００㎡以上 １３１，０００円 

 

＜ご注意＞  

１．申込単位：評定対象建築物（棟単位）又は評定対象建築物（棟単位）の部分をいいます。

（例：ＥＸＰ．Ｊ等で繋がっている場合はそれぞれを棟単位とします。） 

２．延べ面積：申込単位の各階の床面積の合計をいいます。 

３．上記１）、２）の手数料額は消費税を含んでいます。 

４．支払方法は現金又は振込とします。なお、振込の場合は、振込後、振込証明書のコピーを

提出してください。なお、支払に要する費用は申込者の負担となります。 

 

 

 

 

 



 
 

（別表３） 

 

耐震診断判定・耐震改修計画評定申込手数料額 

 

既存建築物の耐震診断判定・耐震改修計画評定申込に係る手数料の額は、次の１） 

及び２）のとおりです。 

 

１）基本手数料 

延べ面積 手数料額 

３，０００㎡未満 ３４０，０００円 

３，０００㎡～ ５，０００㎡未満 ４７２，０００円 

５，０００㎡～１０，０００㎡未満 ５７７，０００円 

１０，０００㎡以上 ６８２，０００円 

 

２）別途加算手数料 

耐震診断・耐震改修計画の内容又は申込者の対応が原因で委員会の回数が４回以上におよ

ぶ場合は、1回につき次の額を別途加算します。 

延べ面積 手数料額 

 ３，０００㎡未満 ８５，０００円 

３，０００㎡～ ５，０００㎡未満 １１８，０００円 

５，０００㎡～１０，０００㎡未満 １４４，０００円 

１０，０００㎡以上 １７０，０００円 

 

＜ご注意＞  

１．申込単位：判定・評定対象建築物（棟単位）又は判定・評定対象建築物（棟単位）の部分

をいいます。（例：ＥＸＰ．Ｊ等で繋がっている場合はそれぞれを棟単位とします。） 

２．延べ面積：申込単位の各階の床面積の合計をいいます。 

３．上記１）、２）の手数料額は消費税を含んでいます。 

４．支払方法は現金又は振込とします。なお、振込の場合は、振込後、振込証明書のコピーを

提出してください。なお、支払に要する費用は申込者の負担となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

（別表４） 

 

申込手数料額の割引について 

 

    

１）基本手数料 

次の➀及び➁の条件を満たす場合に➂の内容のとおり割引きます。 
 

➀同一の敷地内にある２以上の申込単位相互に規模・形状・構造種別・構造形式  ・地盤 

状況等に同一性が認められ、一貫した方針等に基づき耐震診断及び耐震改修計画が行

われているもの。 

➁同一日に開催される建築物耐震診断等評価委員会において、一括審査が可能なもの。  

➂割引の内容（割引後の金額は千円未満切捨て） 

a) ２申込単位の場合 各申込単位の基本手数料の合計額の２０％を割引きます。 

b) ３申込単位の場合 各申込単位の基本手数料の合計額の２５％を割引きます。 

c) ４申込単位以上の場合 各申込単位の基本手数料の合計額の３０％を割引きます。 

 

２）別途加算手数料 

耐震診断又は耐震改修計画の内容又は申込者の対応が原因で委員会の回数が４回以上にお 

よぶ場合は、1回につき１）の基本手数料の２５％（千円未満切捨て）を別途加算します。 



 
 

（様式１） 

平成  年  月  日 

 

耐震診断判定・耐震改修計画評定仮申込書 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

          会 長   様 

 

 

申込者                           印  

  

                     郵便番号              

                     住所 

                

                                 □耐震診断判定 

下記の建物について、後日   □耐震改修計画評定           を申込する予定ですので、 

                       □耐震診断判定・耐震改修計画評定    

仮申込します。 

記 

１．建物の名称  

２．建物の所在地  

３．主 要 用 途  ４．建築年次 昭和  年  月  日 

５．階    数 地上  階、 地下  階、 塔屋  階 

６．構    造  

７．延 べ 面 積  

８．特定行政庁との認定に関する事前協議 １）協議済み  ２）協議必要なし 

９．判定・評定委員会開催希望時期 平成  年  月  日～  月  日  

１０．診断者・設計者 受注者  再委託構造担当  

１１．発 注 者  

１２．納    期  

連
絡
先 

会社名  担 当 者 名  

所在地  電 話 番 号  

部課名  ＦＡＸ番号  

e-mail  

※受付欄 ※備考 

※印欄には記入しないでください。 

仮申込の分類は、該当するものに☑してください。 

本仮申込書は、棟毎に提出してください。ゾーニングで耐震診断している場合は、ゾーニングを 

示した図面（単線で描いたもので可）を添付してください。 



 
 

（様式２） 

平成  年  月  日 

 

耐震診断判定・耐震改修計画評定申込書 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

          会 長   様 

 

 

申込者                           印  

  

                     郵便番号              

                     住所 

                

                                            □耐震診断判定 

平成  年  月  日付で仮申込をした下記の建物について、 □耐震改修計画評定                   

                                  □耐震診断判定・耐震改修計画評定    

の申込をします。 

                     記 

１．建物の名称  

２．建物の所在地  

３．主 要 用 途  ４．建築年次 昭和  年  月  日 

５．階    数 地上  階、 地下  階、 塔屋  階 

６．構    造  

７．延 べ 面 積  

８．特定行政庁との認定に関する事前協議 １）協議済み  ２）協議必要なし 

９．判定・評定委員会開催日時 平成  年  月  日   時  分～  

１０．診断者・設計者 受注者  再委託構造担当  

１１．発 注 者  

１２．納    期  

連
絡
先 

会社名  担 当 者 名  

所在地  電 話 番 号  

部課名  ＦＡＸ番号  

e-mail  

※受付欄 ※備考 

※印欄には記入しないでください。 

申込の分類は、該当するものに☑してください。 

本申込書は、棟毎に提出してください。 



 
 

（様式３） 

                                                        北建事開第     号  

平成  年  月  日 

 

 
           申込者   様 

 

 

社団法人北海道建築士事務所協会                           

建築物耐震診断等評価委員会 

委 員 長                 ㊞   

 

 

建築物耐震診断等評価委員会の開催について 

 

 

                        □耐震診断判定 

平成  年  月  日付で、 □耐震改修計画評定               の仮申込をされた建物について、 

                   □耐震診断判定・耐震改修計画評定    

下記のとおり標記委員会を開催しますので、担当者の出席をお願いいたします。 

 

記 

１．開 催 日 時 平成  年  月  日   時  分から 

２．開 催 場 所  

３．建物の名称  

４．建物の所在地 
 

５．提 出 書 類 

つぎの書類を委員会開催当日までに持参又は郵送してください。 

 

 
 

 

６．担 当 委 員    

  （ 予 定 ） 判定・評定の担当委員は事情により変更となることがあります。 

７．申込手数料 

￥         円 

口 座 名 (社)北海道建築士事務所協会 

銀 行 名 北海道銀行 本店 

口座番号 普通預金0101002 

※本開催通知書受理後、委員会開催の１０日前までに判定・評定申込書（様式２）を提出し申込 

手数料を納付してください。 

仮申込の区分は、該当するものに☑しております。 



 
 

（様式４－１） 

                                                  判定第        号 

                           平成    年  月  日 

 

 

耐 震 診 断 判 定 書 
 
 

様 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

 建築物耐震診断等評価委員会 

    委 員 長  石 山 祐 二 

 

     平成  年  月  日付で耐震診断判定申込のあった下記建築物に 

    ついて、次のとおり判定します。 

 

 

記  

    １．耐震診断対象建築物 

        名  称 

        所 在 地 

                構  造 

        階  数 
 
        延べ面積 

 

    ２．判 定 結 果 

        耐震診断は適正におこなわれている。                                       

 

 

 

     



 
 

（様式４－２） 

                          評定第        号 

                           平成    年  月  日 

 

 

 

耐 震 改 修 計 画 評 定 書 
 
 

様 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

 建築物耐震診断等評価委員会 

    委 員 長  石 山 祐 二 

 

     平成  年  月  日付で耐震改修計画評定申込のあった下記建築物に 

    ついて、次のとおり評定します。 

 

 

記  

    １．耐震改修計画対象建築物 

        名  称 

        所 在 地 

                構  造 

        階  数 
 
        延べ面積 

 

    ２．評 定 結 果 

        耐震改修計画は妥当なものである。                                       

 

 

 



 
 

 （様式４－３） 

                          判評定第       号 

                           平成    年  月  日 

 

 

 

耐震診断判定・耐震改修計画評定書 
 
 

様 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

 建築物耐震診断等評価委員会 

    委 員 長  石 山 祐 二 

 

     平成  年  月  日付で耐震診断判定・耐震改修計画評定申込  

のあった下記建築物について、次のとおり判定及び評定します。 

 

 

記  

    １．耐震診断・耐震改修計画対象建築物 

        名  称 

        所 在 地 

                構  造 

        階  数 
 
        延べ面積 

 

    ２．判 定・評 定 結 果 

        耐震診断は適正におこなわれており、耐震改修計画は妥当な 

ものである。                                       

 

 



 
 

（様式５－１） 

北建事判第        号 

                            平成  年  月  日 

 

 

 

様 

 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

     会 長  西  村  武 

 

 

 

耐震診断判定書の交付について 

   平成  年  月  日付で耐震診断判定申込のあった下記建築物について、 

  別紙のとおり判定されましたので、耐震診断判定書を交付します。 

 

 

                   記 

 

  耐震診断対象建築物 
 

名 称 所在地 構 造 階 数 延べ面積 

     

  

   



 
 

（様式５－２） 

北建事評第        号 

                            平成  年  月  日 

 

 

 

様 

 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

     会 長  西  村  武 

 

 

 

耐震改修計画評定書の交付について 

   平成  年  月  日付で耐震改修計画評定申込のあった下記建築物につ 

  いて、別紙のとおり評定されましたので、耐震改修計画評定書を交付します。 

 

 

                   記 

 

  耐震改修計画対象建築物 
 

名 称 所在地 構 造 階 数 延べ面積 

     

  

    

 

  

 



 
 

（様式５－３） 

北建事判評第        号 

                          平成  年   月   日 

 

 

 

様 

 

 

 

社団法人 北海道建築士事務所協会 

     会 長  西  村  武 

 

 

 

耐震診断判定・耐震改修計画評定書の交付について 

   平成  年  月  日付で耐震診断判定・耐震改修計画評定申込のあった 

下記建築物について、別紙のとおり判定及び評定されましたので、耐震診断判 

定・耐震改修計画評定書を交付します。 

 

 

                   記 

 

  耐震診断・耐震改修計画対象建築物 
 

名 称 所在地 構 造 階 数 延べ面積 

     

  

    

  


